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研究成果の概要（和文）：地域間格差を構成する，自治体の経済的・政策的諸要因と，地域のソ

ーシャルキャピタルが，個人間格差に及ぼす影響について検討した．本調査では，その影響を

特に自治体の健康政策と個人の健康格差に注目して検討した．その結果，趣味・娯楽活動への

参加は，自治体の財政力にかかわらず，人々の健康サービス利用を促進させる効果を持ってい

る．また，地縁活動組織への参加は，健康サービス利用を促進させるが，その効果は，財政力

の低い自治体ほど高いことがわかった． 
 
研究成果の概要（英文）：We examined the effects of economy and policy of local government 
which create disparity among regions, upon disparity among individuals. In the main 
survey, we examined the effects by looking at the relation between the cities’/villages’ 
health policy and the difference of health among individuals. As a result, participation in 
hobby and entertainment activities encourages people to take health services. Participation 
in local regional activities also encourages them to do so, but the effect is larger in 
cities/villages with weaker financial capability.  
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１．研究開始当初の背景 
 
 研究計画段階において，グローバリゼーシ
ョンや新自由主義的政策の結果として，当時，
人々の間の格差が拡がりつつあった．しかし，
社会階層研究では，個人間格差の拡大につい
ては扱われるが，地域間格差が個人間格差に
対して与える影響，すなわち，異なる地域に

住むことが，個々人の間に見られる格差をさ
らに拡大ないし縮小することについては，中
心的研究課題としては扱われていなかった． 
 当時の日本は，政治的に地方分権が目指さ
れ，各地域では「地域の特色ある発展」とい
うスローガンのもと，それぞれの風土・資源
などの特徴を活かしながら独自の発展が模
索されていた． 
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 しかし，ポジティブな発展を導きうるユニ
ークな特徴をもつ地域は少数であり，特段に
優れた特徴を見いだせない地域では，将来の
明るい展望が描けないところもあった．「国
土の均衡ある発展」から「地域の特色ある発
展」への政策をむやみに推し進めれば，かえ
って「持てる地域」と「持たざる地域」の地
域間格差が拡大してしまう可能性があった． 
 「持てる地域」と「持たざる地域」では，
地域間の格差が，それぞれの地域に住む個人
の格差に反映される可能性がある．このよう
な格差は一種の機会の不平等でもあるうえ，
個人の自己責任に帰することができない．し
かしながら，地域経済学ないし財政学におい
ては，地域の産業構造と地域経済の格差，な
らびに自治体の財政状況の是正に関する研
究はあったが，それらの地域間格差や是正策
が個人間格差に及ぼす影響を総合的に論じ
ているものはなかった．社会学においても，
そのような影響過程について総合的に論じ
るものは少なく，全国規模で地域間格差から
個人間格差への影響を取り上げた研究は見
られなかった． 
 そこで本研究では，地域間格差を構成する，
経済学的・財政学的諸要因および地域のソー
シャルキャピタルという社会学的諸要因の
それぞれが，個人間格差に及ぼす影響につい
て，総合的に検討することとした． 
 
２．研究の目的 
 
 地域ネットワーク構造やそこから醸成さ
れる信頼を含むソーシャルキャピタルは，特
に「持たざる地域」において，産業構造や地
域経済の脆弱性や，ヒューマンキャピタルの
乏しさを補う役割を果たす可能性があると
考えた．ソーシャルキャピタルが，経済学
的・財政学的要因と比較して，「持てる地域」
と「持たざる地域」の個人間格差をどの程度
補う効果を持っているかを検討することは，
社会学的にも意義深く，政策立案のためにも
重要であった． 
 本研究では，全国規模の調査を行い，社会
的基盤（産業構造・地域政策など）の条件が
異なる中で，どのような地域ネットワーク構
造がその地域のパフォーマンスをより向上
または低下させるのか（中でも，個人間格差
を是正するために有効であるか）を比較検討
しようとした． 
 
３．研究の方法 
 
 平成 22 年度には，平成 23 年度の本調査の
ためのパイロットサーベイとして，長野県内
の 10 の市町村で郵送調査を行った．この調
査では，市町村ごとの子育て政策ないし医
療・高齢化政策の違い，各種施設の利便性，

地域のソーシャルキャピタルが，個人間格差
に反映されるかどうか検討しようとした．10
～11 月にかけてサンプリングおよび調査票
作成，11 月中旬より調査を行った． 
 調査票は，子育てに関わるもの（対象者は
20～54 歳）と医療・介護に関わるもの（対象
者は，55 歳～79 歳）の 2種類とした．そし
て，これらの点のいずれかについて，特に強
くこれらの政策を実施している市 1つと町村
1つ（2種類×2市町村＝4市町村）を有意抽
出してそこから 300 サンプルずつ（4市町村
×300 サンプル＝1200 サンプル），それ以外
の市町村から，6市町村を人口比に比例して
無作為に抽出してそこから子育てについて
100 サンプルずつと医療・介護について 100
サンプルずつ（6市町村×(100+100)サンプル
＝1200 サンプル）を抽出した．そして，政策
の有無間の比較，市部と町村部の比較，ラン
ダムサンプル分のみの分析などを行った． 
 
 平成 23 年度には，前年度の長野県内の 10
の市町村における郵送調査（予備調査）の結
果をふまえて，本調査を行った．本調査では，
さまざまな格差の中から，特に健康格差につ
いて取り上げることとした．健康に関する調
査項目としては，主観的健康感，主観的幸福
感，健診の受診，病気の治療経験，健康維持・
促進のための行動などを含めた．また，自治
体の政策について問うため，自治体の健康に
かかわるサービス（健診など）の利用とその
評価について尋ねた．さらに，地域のソーシ
ャルキャピタルを測定するために，地域活動
への参加，ポジション・ジェネレータ，知人
数推定などを尋ねた． 
 本調査は，年度末の 3月に関東甲信越 50
市町村に在住の 40～79 歳の一般の人 （々1 市
町村あたり 60 人の計画サンプル）計 3000 人
を対象とすることとし，その実施にあたって
は，一般社団法人中央調査社に依頼した． 
 
 平成 24年度は，特に新しい調査は行わず，
平成 22年度に実施した長野県内の 10市町村
における予備調査―市町村ごとの子育て
政策ないし医療・高齢化政策の違いによって
生じうる格差が，地域のソーシャルキャピタ
ルによって緩和されるかを検討しようとし
た―，および，平成 23 年度に実施した関
東甲信越 50 市町村における本調査―市町
村ごとの健康政策の違いによって生じうる
格差が，地域のソーシャルキャピタルによっ
て緩和されるかを検討しようとした―の
データをもとに，各自または数人のグループ
で分析を進めた． 
 
４．研究成果 
 
 平成 22年度の長野県内 10市町村でのパイ



ロットサーベイなどからは，次のような知見
が得られた． 
 まず，少子化対策に取り組んでいる下條村
について分析したところ，以下の結果を得た．
村役場は住民の意見を取り入れたり要望を
聞いたりする姿勢が高く評価されている．ま
た，市民へのサービスは，子育て支援だけで
なく他の側面での評価も高い．住民は地域の
イベントには参加する方であり，結束型の社
会関係資本が充実しているようである．一方
で，ネットワークサイズは小さいことが示唆
されている．村の政策が住民間の交流を高め
ることによって，やや閉鎖的な結束型社会関
係資本を構築しているものと考えられる． 
 また，研究分担者の金井が東京都で別途行
った調査との比較分析によると，ネットワー
ク資源が子育てを支援する効果は，地方（長
野）でも大都市圏（東京）でも共通してみら
れた．しかし，子育て支援政策が子ども数の
増加につながる地方に対し，大都市圏では政
策が子どもの少ない現実への後追いとなっ
ている可能性が示された．また，大都市圏に
おいて政策がネットワーク資源の効果に与
える影響が小さいことから，大都市圏におけ
る子育て支援政策の難しさが示唆された． 
 
 平成 23 年度の関東甲信越における本調査
などからなどからは，次のような知見が得ら
れた． 
 まず，一般的信頼や寛容性といった基本的
な概念に関する研究が行われた．一般的信頼
は，年齢からの効果があったが，寛容性につ
いては効果はなかった．他者一般に対する寛
容性を意味する一般的寛容性は，ネットワー
ク全体の広さ（アドレス帳登録数）と交際他
者の職業威信の高さ（ポジション・ジェネレ
ータ）から正の効果が大きく，本人学歴の正
の効果もあった． 
 主観的健康感については，趣味・娯楽活動
への参加は，自治体の財政力にかかわらず，
人々の健康サービス利用を促進させる効果
を持っている．一方，地縁活動組織への参加
は健康サービス利用を促進させるが，その効
果は，財政力の低い自治体ほど高いことがわ
かった．ここから，財政力の低い自治体ほど，
健康政策における行政と地域社会との補完
的な役割がある可能性が示唆された． 
 主観的幸福感については，地域の閉鎖性と
結束型ソーシャルキャピタル，橋渡し型ソー
シャルキャピタルの主効果が存在したが，経
済的不平等の主効果はなかった．また，閉鎖
性と結束型との交互作用，および，経済的不
平等と結束型の交互作用は負の値を，経済的
不平等と橋渡し型の交互作用は正の値を示
した．ここから，従来の多くの研究で報告さ
れてきたソーシャルキャピタルの主観的幸
福感への正の効果についても，地域変数によ

る媒介効果を検討したところ，負の効果を持
つ場合があることが示唆された． 
 
 期間全体を通して，社会ネットワークや社
会関係資本にかかわる調査法についての問
題点やその対策についてまとめることがで
きた（『社会と調査』10 号での「ネットワー
ク調査の問題と展開可能性」特集号）．特に，
ネーム・ジェネレータとポジション・ジェネ
レータを取り上げ，それらの特長，特有の分
析方法，調査における注意点，その注意点に
対する対策をまとめることができた． 
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